
社会資本総合整備計画 平成27年6月30日

1 安全・安心で快適な公園づくり（防災・安全）
平成25年度　～　平成26年度　（2年間） 大阪市

①都市公園の市民１人あたり面積（H22・3.52m2→H26・3.68m2）
②老朽化した木製複合遊具の更新率（更新が必要な木製複合遊具についてH24までに100%の更新をめざす）
③55箇所において公園施設（遊具）の改築を行い、改築が必要な公園施設（遊具）の割合を25.8％から24.8％にする。
④6箇所において公園施設（防球柵）の改築を行い、改築が必要な公園施設（防球柵）の割合を25.5％から23.5％にする。
⑤2箇所において公園施設（便所）のバリアフリー化を行い、バリアフリー化が必要な公園施設（便所）の割合を96.7％から95.6％にする。

（H22当初） （H24末） （H26末）
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事　後　評　価　

○事後評価の実施体制、実施時期

平成27年6月

大阪市において評価を実施。

市ホームページ

１．交付対象事業の進捗状況

Ａ1　基幹事業

番号 事業 地域 交付 直接 事業内容 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 （延長・面積等） H22 H23 H24 H25 H26

1-A-1 公園 一般 大阪市 直接 大阪市 118

1-A-2 公園 一般 大阪市 直接 大阪市 64

1-A-3 公園 一般 大阪市 直接 大阪市 24

1-A-4 公園 一般 大阪市 直接 大阪市 2

1-A-5 公園 一般 大阪市 直接 大阪市 66

1-A-6 公園 一般 大阪市 直接 大阪市 226

1-A-7 公園 一般 大阪市 直接 大阪市 336

合計 836

Ｂ　関連社会資本整備事業
事業 地域 交付 直接 備考
種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26

合計

番号 備考

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考
種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26

合計

番号 備考

備考
当初現況値 中間目標値 最終目標値

計画の名称
計画の期間 交付対象
計画の目標

　災害時における延焼防止や避難場所など、防災・減災に寄与するような都市公園の整備を着実に進める。
また、都市公園における総合的な安全・安心対策事業（バリアフリー化）を計画的に実施するだけでなく、公園施設長寿命化計画に基づき、老朽化が進んでいる公園施設の計画的な改築・更新を進め、
子どもや高齢者をはじめ誰もが安全・安心で快適に利用出来るような公園整備を進める。

　　計画の成果目標（定量的指標）

①都市公園の市民１人あたり面積
＝都市公園面積/市の人口 3.52m2 3.60m2 3.68m2

②更新が必要な公園施設のうち市民ニーズの高い代表的な公園施設の更新率（老朽化した木製複合遊具の更新率）
＝（目標年次までに更新した木製複合遊具/基準年次の木製複合遊具数）×１００％

100% 100%

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値

交付対象事業

事業者
要素となる事業名

市町村名
全体事業費
（百万円）（事業箇所）

0百万円 Ｃ 0百万円
効果促進事業費の割合

0.0%
Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

全体事業費
合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
836百万円 Ａ 836百万円 Ｂ

事後評価の実施体制 事後評価の実施時期

公表の方法

大阪市 都市公園事業（鶴見緑地公園） 先行取得用地再取得

大阪市 都市公園事業（毛馬桜之宮公園） 園路、広場等　0.2ha

大阪市 都市公園事業（巽公園） 園路、広場等　0.44ha

大阪市 公園施設長寿命化対策支援事業
鞍作公園等６３箇所における
遊具・防球柵・受変電設備の改築等
市内全域

大阪市 都市公園安全・安心対策緊急総合支援事業
桜之宮公園等２箇所における
便所のバリアフリー化

大阪市 都市公園事業（津守中央公園） 園路、広場等　0.16ha

大阪市 公園施設長寿命化計画策定調査 公園施設長寿命化計画の策定

一体的に実施することにより期待される効果

番号 事業者 要素となる事業名 事業内容
市町村名

港湾・地区名
全体事業費
（百万円）

全体事業費
（百万円）（延長・面積等）

番号 事業者 要素となる事業名
事業内容

市町村名
事業実施期間（年度）

一体的に実施することにより期待される効果



地域 交付 直接 事業内容 事業実施期間（年度） 備考
種別 対象 間接 （延長・面積等） H22 H23 H24 H25 H26

公園 一般 大阪市 直接 大阪市 159

公園 一般 大阪市 直接 大阪市 358

公園 一般 大阪市 直接 大阪市 259

公園 一般 大阪市 直接 大阪市 9 H24:地域自主戦略交付金

公園 一般 大阪市 直接 大阪市 1399 H24:地域自主戦略交付金

公園 一般 大阪市 直接 大阪市 563 H24:地域自主戦略交付金

公園 一般 大阪市 直接 大阪市 463 H24:地域自主戦略交付金

公園 一般 大阪市 直接 大阪市 19

公園 一般 大阪市 直接 大阪市 1419 H24:地域自主戦略交付金

公園 一般 大阪市 直接 大阪市 42 H24:地域自主戦略交付金

公園 一般 大阪市 直接 大阪市 905 H24:地域自主戦略交付金

※交付対象事業については、できるだけ個別路線ごとに記載すること。

２．事業効果の発現状況、目標値の達成状況

Ⅰ定量的指標に関連する

　　　交付対象事業の効果の発現状況

最終目標値 3.68㎡
Ⅱ定量的指標の達成状況 目標値と実績値

に差が出た要因
最終実績値 3.53㎡

最終目標値 100%
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値 100%

最終目標値 24.8%
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値 24.8%

最終目標値 23.5%
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値 23.5%

最終目標値 95.6%
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値 96.1%

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の効果の発現状況
（必要に応じて記述）

３．特記事項（今後の方針等）

指標⑤バリアフ
リー化が必要な
公園施設（便
所）の割合

事業種別 事業者
要素となる事業名

市町村名
全体事業費
（百万円）（事業箇所）

計画どおり２箇所の便所バリアフリー化を実施したが、施設数の計上に誤りがあったため、目標値と実績値が異なる値となった。

大阪市 都市公園事業（扇町公園） 園路、広場等　0.33ha

大阪市 都市公園事業（正蓮寺川公園） 基盤整備、園路等18.8ha

Ａ’

大阪市 都市公園事業（大阪城公園） 園路、広場等　2.7ha

大阪市 都市公園事業（天王寺公園） 園路、広場等　26ha

大阪市 都市公園事業（鶴見緑地公園） 先行取得用地再取得

大阪市 緑化重点地区総合整備事業（西部環状線周辺地区） 園路、広場等、先行取得用地再取得

大阪市 緑化重点地区総合整備事業（此花臨海地区） 園路、広場等　　　

指標④改築が必
要な公園施設
（防球柵）の割
合

公園整備は計画を上回る面積を整備することができたが、人口が当初想定外に増加したため、目標が達成できなかった。

・着実な公園整備の結果、市民一人当たりの都市公園面積が増加した。
・老朽化した木製複合遊具の更新やその他の遊具・パーゴラ等の公園施設の改築を行った結果、安全で安心して公園を利用してもらえるようになった。
・便所のバリアフリー化を行った結果、お年寄りの方や障害を持っている方など、より多くの方に公園を利用してもらえるようになった。

指標③改築が必
要な公園施設
（遊具）の割合

大阪市 緑化重点地区総合整備事業（神崎川地区） 公共施設管理者負担金等

大阪市 吸収源対策公園緑地事業
海老江東公園等３箇所における園路、
広場の整備、先行取得用地再取得等

大阪市 都市公園安全・安心対策緊急総合支援事業 施設の改築等　市内全域

大阪市 公園施設長寿命化計画策定調査 公園施設長寿命化計画の策定

指標①都市公園
の市民１人あた
り面積

指標②老朽化し
た木製複合遊具
の更新率



計画の名称 1 安全・安心で快適な公園づくり（防災・安全）

計画の期間 平成25年度　～　平成26年度　（2年間） 大阪市

（参考図面）市街地整備

交付対象

  A'  都市公園事業（大阪城公園） 

  A'  都市公園事業（天王寺公園） 

  A'  都市公園事業（扇町公園） 

  A'  緑化重点地区総合整備事業 

       （此花臨海地区） 

  A'  緑化重点地区総合整備事業 

       （神崎川地区） 

  A'  緑化重点地区総合整備事業 

       （西部環状線周辺地区） 

  A'  都市公園事業（正蓮寺川公園） 

【大阪市全域】 

  1-A-7  都市公園安全・安心対策緊急総合支援事業 

  1-A-5  公園施設長寿命化計画策定調査 

  1-A-1  都市公園事業（鶴見緑地公園） 

  1-A-2  都市公園事業（毛馬桜之宮公園） 

  1-A-3  都市公園事業（巽公園） 

  1-A-4  都市公園事業（津守中央公園） 

  1-A-6  公園施設長寿命化対策支援事業 

    A'   吸収源対策公園緑地事業 

    A'     都市公園安全・安心対策緊急総合支援事業 

       （H22～H24） 

    A'    公園施設長寿命化計画策定調査（H22～H24） 


